様式 ６-２
見　積　内　訳　書
《参考》　原則１年に一度の消費税課税期間に係る還付申告を支援対象として想定。
	
	支援対象
陳列区域代表事務所数
	支援対象
事業年度数
	年度ごとの課税期間数

	
	
	
	2022年度
	2023年度
	2024年度
	2025年度
	2026年度
	合計（申告回数）

	1  タイプA
	23
	4
	0
	1
	1
	1
	１
	4（92）

	2  タイプA以外
	56
	2
	-
	-
	1
	1
	-
	2（112）　

	
	79
	
	0
	1
	2
	2
	１
	6(204)



※還付申告時期は、各陳列区域代表事務所の決算年度の期間及びその課税期間に応じて一様ではないが、見積上は３月を年度終期として積算可。
	
	業務内容
	A:対象事務所数
	B:支援期間中の手続処理回数／事務所
	C:単価（円）
	A×B×C

	１
	消費税納税管理人選定に関する支援
	納税管理人引受
	79（①23、②56）
	１回
	
	

	
	
	納税管理人届
	79（①23、②56）
	１回
	
	

	２
	消費税課税事業者選択届出書の作成及び所轄税務署長への提出代行
	課税事業者選択届
	79（①23、②56）
	１回
	
	

	３
	消費税課税期間特例選択又は変更届出書の作成及び所轄税務署長への提出代行
	課税期間特例選択届
	79（①23、②56）
	１回
	
	

	４
	陳列区域代表事務所が保管する領収書・適格請求書、仕入明細書等の内容確認の代行
	領収書等内容確認
	79（①23、②56）
	課税期間数
（（①4、②2）
	
	

	５
	４領収書・適格請求書に基づく基礎資料の作成等の代行
	基礎資料作成
	79（①23、②56）
	課税期間数
（①4、②2）
	
	

	６
	還付申告書に係る税額計算及び同申告書の作成並びに所轄税務署への提出の代行
	申告書作成提出
	79（①23、②56）
	課税期間数
（1 4、②2）
	
	

	７
	還付金の受領の代行
	還付金受領
	79（①23、②56）
	課税期間数
（1 4、②2）
	
	

	８
	消費税課税事業者選択不適用届出書の作成及び税務署への提出代行
	課税事業者選択不適用届
	79（①23、②56）
	1回
	
	

	９
	消費税納付申告の必要が生じた場合の納付申告に係る書類作成及び手続の代行
	消費税納付申告
	79（①23、②56）
	
	
	

	10
	消費税納税管理人解任に関する支援
	納税管理人解任届
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	




（注）・黄色の部分を記入すること。（金額はすべて税抜き金額とする。）
　　 ・指定する計算方法に従うこと。また、計算に誤りがある場合は無効となる旨留意すること。
・合計額と入札金額が一致しない入札は無効となる旨留意すること。
・９．については見積書の積算は不要であるが、支援対象事例が生じた場合、当該事例に係る委託業務実施について、個別に協議を行うものとする。
・落札者に対し、各項目単価の積算内訳について求めることがある。
[bookmark: _Hlk132291442]・業務（１）～（10）以外で費用が発生する場合にはその内容を記載の上で記入すること。請求方法を示すこと。
・入札時点では代表者は委託業務全範囲に係る価格の提示を行う。契約時点では担当役割によりグループ構成員と業務を分離すると
　共に責任も担当役割により分離する履行方式について調整を行う予定。
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